
○岡谷市長期優良住宅建築等計画の認定等に関する要綱 

平成２１年６月４日 

告示第８０号 

改正 平成２７年３月２７日告示第２０号 

平成３０年７月２０日告示第４８号 

令和３年４月１日告示第８７号 

令和４年２月１７日告示第７号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。

以下「法」という。）、長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行令（平成２１年政令

第２４号）及び長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則（平成２１年国土交通

省令第３号。以下「省令」という。）に基づき、長期優良住宅建築等計画の認定等に関し

て必要な事項を定めるものとする。 

（市長が必要と認める図書） 

第２条 省令第２条第１項に規定する市長が必要と認める図書は、次のとおりとする。 

(1) 登録住宅性能評価機関（住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第

８１号。以下「住宅品質確保法」という。）第５条第１項に規定するものをいう。以下

同じ。）から確認書（住宅品質確保法第６条の２第５項に規定するものをいう。以下同

じ。）を交付された住宅にあっては、当該登録住宅性能評価機関が交付した確認書又は

その写し 

(2) 登録住宅性能評価機関から住宅性能評価書（住宅品質確保法第６条の２第５項に規

定するものをいう。以下同じ。）を交付された住宅にあっては、当該登録住宅性能評価

機関が交付した住宅性能評価書又はその写し 

(3) 登録住宅型式性能認定等機関（住宅品質確保法第４４条第３項に規定するものをい

う。以下同じ。）が行う住宅型式性能認定（住宅品質確保法第３１条第１項に規定する

ものをいい、登録住宅型式性能認定等機関が行うこれと同等の確認を含む。以下同じ。）

を受けた型式に適合する住宅又は住宅型式性能認定を受けた型式に適合する住宅の部

分を含む住宅にあっては、当該登録住宅型式性能認定等機関が交付した住宅型式性能

認定書（住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則（平成１２年建設省令第２０

号。以下「住宅品質確保法施行規則」という。）第４１条第１項に規定するものをいい、



登録住宅型式性能認定等機関が交付するこれと同等の確認をしたことを証する書面を

含む。以下同じ。）の写し 

(4) 住宅品質確保法第４０条に規定する認証型式住宅部分等である住宅又は住宅の部分

である認証型式住宅部分等を含む住宅にあっては、型式住宅部分等製造者認証書（住

宅品質確保法施行規則第４５条第１項に規定するものをいう。以下同じ。）の写し 

(5) 長期優良住宅建築等計画の認定に係る審査に当たり、長期使用構造等とするための

措置及び維持保全の方法の基準を定める件（平成２１年国土交通省告示第２０９号）

第３に定める長期使用構造等とするための措置と同等以上の措置が講じられているこ

との審査を要する住宅にあっては、長期使用構造等とするための措置と同等以上の措

置が講じられている旨を説明した図書（登録試験機関（住宅品質確保法第５９条第１

項に規定するものをいう。以下同じ。）が行う特別評価方法認定のための審査に係る特

別の建築材料若しくは構造方法又は特別の試験方法若しくは計算方法に関する試験、

分析又は測定（住宅品質確保法第５８条第１項に規定するものをいい、登録試験機関

が行うこれと同等の試験を含む。以下「試験等」という。）を受けたときは、登録試験

機関が交付した当該試験等の結果を証する書面） 

(6) 法第６条第１項第３号に掲げる基準に適合する旨を説明した図書 

（市長が不要と認める図書） 

第３条 省令第２条第３項に規定する市長が不要と認める図書は、次の各号に掲げる事項

を明示することを要しないものとすることにより、同条第１項に規定する図書に明示す

べき事項のすべてについて明示することを要しないときの当該図書とする。 

(1) 前条第３号の規定により住宅型式性能認定書の写しを添えたものにあっては、長期

優良住宅建築等計画の認定申請に係る図書に明示すべき事項のうち、当該住宅型式性

能認定書において、住宅性能評価の申請（住宅品質確保法第５条第１項に規定するも

のをいう。以下同じ。）において明示することを要しない事項として指定されたもの 

(2) 前条第４号の規定により型式住宅部分等製造者認証書の写しを添えたものにあって

は、長期優良住宅建築等計画の認定申請に係る図書に明示すべき事項のうち、当該型

式住宅部分等製造者認証書において、住宅性能評価の申請において明示することを要

しない事項として指定されたもの 

（良好な居住環境の維持及び向上に配慮されたものであることの判断の基準） 

第４条 法第６条第１項第３号に規定する建築をしようとする住宅が良好な景観の形成そ



の他の地域における良好な居住環境の維持及び向上に配慮されたものであることの判断

の基準は、次の各号に掲げる区域の区分に従い、当該各号に定めるものとする。 

(1) 景観法（平成１６年法律第１１０号）第８条第１項に規定する景観計画の区域 当

該景観計画に定める事項のうち、建築物に関する制限（建築物の敷地、構造、建築設

備、用途又は形態意匠の制限に限る。）に適合しないものは認定しない。 

(2) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１２条の４第１項第１号に規定する地

区計画の区域 当該地区計画に定める事項のうち、建築物に関する制限（建築物の敷

地、構造、建築設備、用途、形態意匠の制限に限る。）及び垣若しくは柵の構造の制限

に適合しないものは認定しない。 

(3) 都市計画施設等の区域 次に掲げる区域内に建築するものは、原則として認定しな

い。 

ア 都市計画法第４条第６項に規定する都市計画施設の区域 

イ 都市計画法第４条第７項に規定する市街地開発事業の区域 

(4) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６９条に規定する建築協定の区域 当

該協定に定める事項のうち建築物に関する制限（建築物の敷地、構造、建築設備、用

途又は形態意匠に係る具体的な制限に限る。）に適合しないものは、認定しない。 

（自然災害による被害の発生の防止又は軽減に配慮されたものであることの判断の基

準） 

第５条 法第６条第１項第４号に規定する建築をしようとする住宅が自然災害による被害

の発生の防止又は軽減に配慮されたものであることの判断の基準は、次の各号に掲げる

区域内に建築するものは認定しないものとする。 

(1) 建築基準法第３９条第１項に規定する災害危険区域 

(2) 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項に規定する地すべり防

止区域 

(3) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条

第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域 

(4) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法

律第５７号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域 

（認定しない旨の通知） 

第６条 市長は、法第５条第１項から第５項までの規定による認定の申請があった場合に



おいて、当該申請に係る長期優良住宅建築等計画が法第６条に掲げる基準に適合すると

認められないときは、申請者に対しその旨を書面により通知するものとする。 

２ 前項の通知は、認定しない旨の通知書（様式第１号）により行うものとする。 

（工事終了報告） 

第７条 市長は、認定を受けた長期優良住宅建築等計画に従って長期優良住宅が建築され

ることを確保するため、法第１２条の規定により認定計画実施者（法第１０条に規定す

るものをいう。以下同じ。）に対して当該建築に係る工事が終了した旨の報告を求めるも

のとする。 

２ 前項の報告は、建築完了報告書（様式第２号）により行うものとする。 

（建築又は維持保全の取りやめる旨の申出） 

第８条 法第１４条第１項第２号に規定する認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の

建築又は維持保全を取りやめる旨の申出は、申出書（様式第３号）に当該認定長期優良

住宅建築等計画に係る省令第６条の規定による認定通知書を添えて行うものとする。 

（取消しの通知） 

第９条 法第１４条第２項に規定する認定の取消しの通知は、認定の取消し通知書（様式

第４号）により行うものとする。 

 

附 則 

この告示は、令和４年２月２０日から施行する。 


